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第 １ 問 解 答 

(経 済 学) 
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  従量税を買手に課した場合，縦軸に市場価格，横軸に数量をとった平面において需要曲線が下方に

シフトすることから均衡において売手の受け取る価格が下落する。一方，従量税を売手に課した場合，

供給曲線が上方にシフトすることから均衡において売手の受け取る市場価格は上昇するものの，従量

税支払後を考慮すると売手にとっての実質的な価格は買手に課税した場合と変わらない。したがって，

同額の従量税を前提とすれば，余剰分析の観点からは両者に差異はない。 

  企業は価格と限界費用が一致する水準で財の供給を行い，消費者は価格と限界便益が一致する水準

で財を需要する。その結果，課税前の均衡の下では限界費用と限界便益が一致しており，生産と消費

と間の効率性が実現する。しかし，課税により生産者にとっての価格と消費者にとっての価格が異な

ることになると，均衡の下で限界費用と限界便益が一致しなくなるため，生産と消費と間の効率性が

成立しなくなり，死重損失が発生することになる。 

となるから，従量税を２倍にした場合，死重損失の税収に対する比率は２倍を上回って大きくなっている。すな

わち，従量税を２倍にした場合，死重損失は 4から16へと４倍になるが，税収は課税による取引量( q )の減少に

より２倍にはならず，それを下回るため，死重損失の税収に対する比率は２倍を上回って大きくなる。 

 したがって，死重損失の税収に対する比率を比較した場合， 

る取引数量は36であり，死重損失は( 40－36)×8× 1
2

＝16，税収は8×36＝288になる。 

( 40－38)× 4× 1
2

＝ 4，税収は 4×38＝152になる。一方，財１単位あたりの従量税が8の場合，均衡におけ 

 財１単位あたりの従量税が 4の場合，均衡における取引数量は38であり，死重損失は 

総余剰 1596  死重損失 4  

数量 40  価格 60 1600  
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 問題 2  

 問 1           問 2                     問 3 
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  問 3 と 問 6 では生産量が100で同じであるから，どちらも生産量が100となる同一の等量曲線上で生産

要素Ｘ・Ｙの投入量を決定している。ここで， 問 6 では，ＸもＹも可変要素となっていることから，費用を

最小化するＸとＹを選択することができるので，等量曲線と等費用線が接する( x , y )の組合せ，すなわち，技

術的限界代替率と生産要素の相対価格が一致する( x , y )の組合せを選択し，生産を行っている。一方，Ｙが固

定要素となっている 問 3 では，等量曲線と等費用線が接する( x , y )の組合せを選択できず，それよりも高

い費用に対応する等費用線が通る( x , y ＝1000)の組合せで生産を行っている。 

y
x              C ＝ 4

y
× q 3 ＋ y  

 5000  

LC ＝ 4
3
2q   4000   

 プライステイカー企業は，利潤を最大化すべく，財価格と限界費用が等しくなる水準で生産量を決定する。この

ときの最大利潤がゼロとなる価格が損益分岐点価格である。利潤がゼロになるとき，財価格と平均費用は一致する

ので，損益分岐点では“損益分岐点価格＝限界費用＝平均費用”が成立している。本問の短期の総費用関数から導

出される平均費用曲線のように，平均費用曲線がＵ字型となる一般的な場合では，平均費用と限界費用が一致する

のは平均費用曲線の最低点であるため，損益分岐点価格は平均費用曲線の最低点に対応する水準になる。 

 以上の理由から，生産量が同一であっても，固定要素が存在する短期の総費用よりも，全ての生産要素が可

変的な長期の総費用の方が小さくなるという違いが生じている。 



この解答速報の著作権はＴＡＣ(株)のものであり，無断転載・転用を禁じます。 

第 ２ 問 解 答 

(経 済 学) 
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 (イ)  自然失業率  (ア)   (ウ)  フィリップス 

  

 (オ)  
ｄ

消費

可処分所得

Ｃ

Ｙ
   (エ)  インフレ 

(1)  

 誤っている理由 

 正 ･ 誤 

 錯覚 

 問 1  問 2 

 今期の総投資額  問 3 

 1.25  2.94 

 (カ)  低下(ないし逓減) 

  
  

 限界消費性向  (キ)  

  

(2)  

 誤っている理由 

 正 ･ 誤 

 問 1 

 Ｂ＝  140  問 2 

 ｒ＝  

１

400
Ｙ－ １

100
Ｂ 

 Ｍ＝  560 

 今期末の資本ストック 

 98 億円 

 548 億円 

         賃金が労働市場の需給を均衡させる水準よりも高い場合，賃金の下方硬直性の存在により生じる

失業は，非自発的失業である。非自発的失業は，賃金が均衡賃金よりも高い下で，労働者は労働を希望しているが，賃

金が下方に硬直的で，賃金による労働の需給調整がなされないために生じる失業である。他方，摩擦的失業は，求人･

求職についての情報の不完全性を原因とする失業である。求人情報が求職者にすぐには伝わらず，職探しや再就職に

時間がかかることで生じる摩擦的失業は，題意の状況においても存在するが，賃金の下方硬直性が原因ではない。  

 

         累進課税制度や失業等給付などの自動安定化装置は，景気拡大期には自動安定化装置がない場合

と比べて税負担の増大を通じて可処分所得の増加を抑制するため，消費の増加は抑制され，景気の過熱は抑えられる。

また，自動安定化装置は，景気後退期には自動安定化装置がない場合と比べて税負担の軽減や失業保険給付の増大を

通じて可処分所得の減少を抑制するため，消費の減少は抑制され，このような消費の落ち込みの緩和は景気を下支え

する。以上より，自動安定化装置は，景気の振幅 (国民所得の変動幅) を小さくする効果を有している。  
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     自国がＭを増やす金融緩和政策を行うと，貨幣市場を均衡させるＹとｒの組合せを示すＬＭ曲線が右方シフトし，自国

利子率(ｒ)が低下する。自国利子率が低下すると，自国から外国への資本流出が増加し，国際収支は赤字となる。国際収支の赤字

は，自国通貨の超過供給および外国通貨の超過需要をもたらすが，このとき，変動相場制の下では，自国通貨建て名目為替レート

(ｅ)が上昇する。ｅが上昇すると，純輸出は増加し，経常収支は改善するため，財市場を均衡させるＹとｒの組合せを示すＩＳ曲

線が右方シフトするが，このｅの上昇による純輸出の増加を通じたＩＳ曲線の右方シフトは，国際収支が均衡する ｆｒ ＝0.036まで

続く。その結果，政策実施後の均衡利子率は問１と同じになるが，均衡国民所得は問１の均衡国民所得600よりも大きくなる。 

 

     自国がＧを増やす財政拡張政策を行うと，財市場を均衡させるＹとｒの組合せを示すＩＳ曲線が右方シフトし，自国利

子率(ｒ)が上昇する。自国利子率が上昇すると，外国から自国への資本流入が増加し，国際収支は黒字となる。国際収支の黒字は，

自国通貨の超過需要および外国通貨の超過供給をもたらすが，このとき，変動相場制の下では，自国通貨建て名目為替レート(ｅ)

が低下する。ｅが低下すると，純輸出は減少し，経常収支は悪化するため，ＩＳ曲線が左方シフトするが，このようなｅの低下に

よる純輸出の減少を通じたＩＳ曲線の左方シフトは，国際収支が均衡する ｆｒ ＝0.036まで続き，最終的には，政策実施前の均衡国

民所得600が政策実施後の均衡国民所得となる。つまり，政策実施後のＹとｒは政策実施前の均衡と変わらず，ｅは低下する。 

 

     流動性の罠とは，投資家のいだく予想利子率水準に比べて，(現在の)利子率(ｒ)が十分に低く，下限に達しており，

全ての経済主体が将来の利子率の上昇，つまり債券価格の下落を予想している状態である。このとき，どの投資家も(追加的に)

債券を需要しようとしないため，当該利子率の水準で貨幣需要は，いくらでも大きくなりうる。 経済がこのような流動性の罠

の状態にあるとき，マネタリーベースを10％増加させ，名目貨幣供給量(Ｍ)を10％増加させた場合，利子率(ｒ)や実質国民所得

(Ｙ)の変化がなくても，名目貨幣供給量(Ｍ)の増加は全て貨幣需要に吸収されるため，物価水準(Ｐ)が上昇することなく， 

 

 問 1 

 問 2 

 ＊ｅ ＝ 

 

 160  

 

 Ｍ

Ｐ
＝Ｌが成立する。よって，流動性の罠の下では，Ｍを10％増加させても，インフレ率は０％であると考えられる。 

 記述欄 

 問 3 

 記述欄 

 問 3    インフレ率 

 

 ８％  

 

 記述欄 
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     “Ｙ＝
α

Ｋ １ α
(ＡＬ)－ ＝ １ α

Ａ－ α
Ｋ １ α

Ｌ－ ”を全微分して，両辺を“Ｙ＝ １ α
Ａ － α

Ｋ １ α
Ｌ－ ”で除すと， 

 問 1 

 問 2 

 
＊ｋ ＝ 

 

 3.95  

 

 記述欄 

ｄＹ

Ｙ
＝(１－α)× ｄＡ

Ａ
＋α× ｄＫ

Ｋ
＋(１－α)× ｄＬ

Ｌ
を得る。この式は，以下の①式のように変形できる。 

 0.83  ％  

 

 1.25  ％  

 

 
Ａｇ ＝  

 

   (１－α)× ｄＡ

Ａ
 ＝  

ｄＹ

Ｙ
 － α× ｄＫ

Ｋ
＋(１－α)× ｄＬ

Ｌ
     ① 

 ①式の右辺はソロー残差の定義式であるから，技術水準Ａの成長率 ｄＡ

Ａ
である Ａｇ とソロー残差の関係は， 

“(１－α)× Ａｇ ＝ソロー残差”と表される。資本分配率を示すαは，０＜α＜１であるから  (本問ではα＝ １
３

), 

技術水準Ａの成長率 Ａｇ は，ソロー残差よりも大きな値となる。 


